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背景・目的
 横浜港は我が国を代表する総合港湾であり、埠頭における物流機能に加えて、京浜臨海部・根岸
地区等における生産機能、都心臨海部等における観光文化機能を持つ。
→横浜港では様々な水素調達や利活用のポテンシャルが有ると想定した。

臨海部の次世代エネルギー転換から
港湾ターミナルにおける次世代エネルギー転換へ

内容・成果

「2050年カーボンニュートラルに向けた我が国のエネルギー供給構造の将来推移・大手エネルギー各社の全社目標・横浜港における取組イメージ」

 複数の研究機関やコンサルティング会社が公表しているシナリオを活用して、2050年の一次エネルギー供給量見通しを独自に検討し、本
調査における「水素利活用の道行き」とした。この道行きに基づいて、横浜市臨海部の2050年の水素転換割合を27%と設定して、水素
調達と利活用の全体バランスを取ることとした。

 海外からの水素調達につい
て、2030年時点の横浜・
川崎臨海部への北米からの
調達量を最大27.5万トン/
年と見込んだ。

 地域内の副生水素調達に
ついては既往調査よりも減
少傾向であった。

 国内からの水素調達に
ついて、横浜・川崎臨海
部ではパイプラインによ
る供給がオンサイト再エ
ネ水電解よりも優位との
想定のもと、洋上風力
発電由来の水素調達可
能性を検討・整理した。

 水素利活用は、７分野（臨海部産業、停泊時船舶、舶用燃料、港湾荷役機械、陸上輸送、埠頭におけるエネマネ、貯蔵及び配送）に
分類して調査を行った。CO2排出量の現況推計は地方自治体に適した方法や国際基準の原単位を用いた方法を新たに提案した。

「横浜港におけるカーボンニュートラルポートの形成イメージ」

 本調査にあたり国内外の様々な関係者に横浜港のカーボンニュートラ
ルポート形成に向けた考え方を伝え、意見交換し、関係を構築するこ
とができた。

 引き続き、様々な関係者の皆様との連携や協力のもと横浜港へGX
投資を導けるよう取り組んでいきたい。

 FC-RTG向け水素ス
テーションのレイアウトを
具体的に検討した。

 陸電については国際的な
規制や予測、Green 
Shipping Corridor
の観点から必要性を確
認し、次に横浜港内の
ケーススタディを行い、導
入課題や水素利活用の
可能性を検討した。

 Siemens社の設計探査
ツールHEEDSを用いて、
CO2削減量と整備費用
の条件を満たす公共ター
ミナルのCN対策の最適
化を検討した。

 経済性の評価は、国立環境研究所の3EIDを用いて分析し、地域における経済活動と環境対策の関係に
ついて調査した。特にエネルギー転換部門3業種（石油製品、電力、ガス）の横浜市経済への影響度等を
分析した。また、次世代エネルギー投資に関する地域経済分析の課題を確認した。

HEEDS
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